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資源エネルギー庁 

再生可能エネルギーと 
洋上風力発電に対する期待 



１．再生可能エネルギーへの２つの期待 
 ①我が国のエネルギー構造の強靭化 
 ②地産地消型のエネルギーシステムの構築 
 
２．洋上風力発電への期待 
 
 



 「３Ｅ＋Ｓ」がエネルギー政策の基本。 

 再生可能エネルギーは、「国産」、「CO2フリー」のエネルギーとして、エネルギー構造の高度

化に貢献。 

再生可能エネルギーへの期待① 

１ 

エネルギー安全保障
（Energy Security） 

エネルギー自給率 
６％ 

○ 

環境適合性 
（Environment） 

震災後、CO2排出量 
（エネルギー起源）は 
８％増加 ※2010→2013 

◎ 

経済性 
（Economic efficiency） 

震災後、電気料金は 
約３割（産業）、 
約２割（家庭）上昇 
※2010→2013 

 
？ 

安全性（S）が大前提 再エネ効果 



長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス） 

２０３０年度 

ベースロード比率 
：５６％程度 

水力 8.8 
    ～9.2％程度 

風力 1.7％程度 

地熱 1.０ 
    ～1.１％程度 

太陽光 
7.0％程度 

    ﾊﾞｲｵﾏｽ  
3.７～4.６％程度 

１０，６５０億kWh（電力需要＋送配電ロス等） 

 2030年に再エネ22－24％を目指し、最大限の導入に取り組むことが必要。 

 同時に、出力の不安定性、コスト高など、弱点の克服に取り組むことが重要。 

＜電源構成＞ 

２０１０年度 

火力全体：６５％ 
ＬＮＧ ２９％ 
石油 １０％ 
石炭 ２６％ 

原子力 ２５％ 

再エネ １０％ 

２０１３年度 

火力全体：８７％ 
ＬＮＧ ４０％ 
石油 １６％ 
石炭 ３１％ 

再エネ １２％ 

原子力 １％ 

原子力 
２２～２０％程度 

火力全体：５６％程度 
ＬＮＧ ２７％程度 
石油  ３％程度 
石炭 ２６％程度 

 

再エネ 
２２～２４％程度 

現状[A] 
（２０１４年度） 

ミックスの水準[B] 
（２０３０年度） 

B/A 
(最大) 

太陽
光 

2371万kW 

（2.0%） 

6400万kW 

（7.0％） 
約2.7倍 

風力 
293万kW 

（0.5%） 

1000万kW 

（1.7％） 
約3.4倍 

地熱 
52万kW 

（0.2%） 

140～155万kW 

（1.0～1.1％） 
約1.2倍 

水力 
4799万kW 

（8.4%） 

4847～4931万kW 

（8.8～9.2％） 

約3.0倍 

（小水力分） 

バイ
オマ
ス 

254万kW 

（1.7%） 

602～728万kW 

（3.7～4.6％） 
約2.9倍 

２ 



 
 

１.ＦＩＴ制度の適切な運用 ２.系統問題への取組み ３.規制・制度改革 

○未稼働案件の解消 
・新認定制度に切り換え 
 未稼働案件(31万件)を一掃 
・併せて、適切な事業運営を 
 チェック 
 
○コストの低減 
・太陽光・風力等の価格改定 
・大規模太陽光の入札制度導入 
 
○減免制度の適格な運用 
・国際競争力維持・強化 
 省エネ努力との整合性をチェック 
 

○ローカルな系統制約 
・発電地点で送電網に 
 「つなげない」問題 
 （情報公開・費用負担ルール等） 
 
○エリア全体での電力の余剰 
・「需要＜供給」となる場合への 
 対応 
 （広域融通・出力制御） 
 
○変動電源対策 
・太陽光・風力の変動に伴う 
 バックアップ問題 

○これまでも関係省庁に働きかけ、 
 規制・制度の見直しを推進 
・アセス法 期間短縮への取組み 
・港湾法  占有手続の緩和 
・自然公園法 地熱の採掘範囲 
       拡大 
 
○再生可能エネルギー関係閣僚 
 会議を通じて更に規制の見直し、 
 制度整備等を推進  

高コスト構造と 
低い国際競争力 

４.関連産業の競争力強化とコスト低減 

（改正ＦＩＴ法 H29.4.1施行） 

転換 

○稼げるビジネスモデルへの転換 
 機器単体ではなく、オペレーション・メンテナンスの総合サービス化 
○次世代技術の開発 
 太陽光 2030年 7円/kWh（←2014年 21円/kWh） 
○新しいマーケットの創出 
 自家消費モデル（ZEHなど）、洋上風力等 

「再エネの最大限導入」と「国民負担の抑制」の両立に向けて 

３ 
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再生可能エネルギーへの期待② 

 再生可能エネルギーの活用によって、地産地消型の新しいエネルギーシステムが
生まれる可能性。 

 エネルギーの効率的利用、地域活性化などの効果が期待される。 

双方向型の 
分散型エネルギーシステム 

一方向型の 
エネルギーシステム 

集中電源から供給 分散型電源も活用 

 需要家サイドの電源力を供給力として活用し、エネルギー供給リスクを分散化 

 分散型電源の活用により非常時の供給接続も可能に（ＢＣＰ） 

５ 



地産地消型のメリット～熱の有効利用～ 

 エネルギー消費の約４割は熱利用。 

 熱の有効利用のためには、地域での取り組みが不可欠。 

①長崎県島原市の例 

酒造工場からの排熱を温泉給湯の加温に活用 【導入済】 

①大阪府堺市の例 

下水再生水の 
高度熱利用 

水の 
有効活用 

せせらぎ 

防災用水 

赤煉瓦 

内川緑地 
（せせらぎ） 

三宝下水 
処理場 

散水 中水 

スマート 
BEMS 

氷蓄熱 

下水 
本管 

R26 

大和川 

七道駅 

商業
施設 

下水再生水を給湯・空調等に熱利用【導入済】 

官民連携による 
下水再生水の高度複合利用 

既存ストック 
（下水再生水） 

水資源の有効活用 
照明・空調の省ＣＯ2技術 

一時避難所としての 
地域防災への貢献 

商業施設を核とした 
ディマンドリスポンス 

６ 



地産地消型のメリット～省エネ・ディマンドコントロール～ 

 エネルギーミックスは、オイルショック後並みの大胆な省エネを前提としている。 

 ピークカットなど需要サイドでの取組（ディマンドコントロール）は、「顔の見える関
係」が重要。 

0 8,760時間 時間（h） 

電
力
需
要
（
万

k
W
）

 

上位88時間 

ピーク電源 

ミドル電源 

ベースロード電源 

384万kW 

5,093 
万kW 

【出典】  東京電力「でんき予報」の需要データをもとに資源エネルギー庁作成 

ｌｌ 
最大 

電力需要 
の7.5% 

電力供給設備量 
（イメージ） 

効果①： 需要抑制電力量（ｋＷｈ価値） 
発電所の稼働が不要になる 

効果②： 需要抑制容量（ｋＷ価値） 
発電所の維持管理・更新が不要になる 

× 

    || 
年間時間の1％ 

ディマンドリスポンスの効果イメージ 
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エネルギー効率の改善 

３５％改善 
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地産地消型のメリット～防災など地域への貢献 

 東松原市では、災害公営住宅の整備に合わせて、最低３日間、拠点施設に電力を
供給ができるシステムを構築。 

 このほか、地域の産業との連携、見守りサービスとの連携などの取組を行ってい
る。 

資料 東松島市・積水ハウス株式会社 

調整池太陽
光発電 出力
402.5kW 

大型蓄電池 
容量 

480kWh 

非常用ﾊﾞｲｵ
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機
出力500kVA 

災害公営住宅 
85戸 

大型蓄電池 

※協力：事業家支援：スマートシティ企画株式会社、システム設計・施工：株式会社きんでん 
 電力小売運営事業者：HOPE（一般社団法人「東松島みらいとし機構」） 

受変電設備及び非常用発電機 

CEMS

調整池PV400kW

バイオディーゼル
非常用発電機
（500kVA）

大型蓄電池
（480kWh）

既存電力網

戸建70戸
集会場

PV9.1kW
（防災拠点）

集合住宅
15戸

PV49.9kW

HOSPITAL

HOSPITAL

自営線PPS

病院×４ 公共施設

防災エコホスピタル地区

地域低炭素発電所
（メガソーラー）

地域低炭素発電所
（ごみ焼却所等）

東松島市スマート防災エコタウン 

８ 



地産地消型エネルギーシステムのイメージ 

【地産地消型エネルギーシステムの普及拡大における課題】 
 経済性の向上（費用対効果の向上） 
 固定価格買取制度に依存しない再生可能エネルギーの自立的な導入の促

進 
 より高効率なエネルギーシステムの構築 

  

小水力発電 

風力発電 

太陽光発電 

蓄熱槽 

熱 

電気 

発電所・処理施設等から 
熱需要のある施設への排熱利

用 

コージェネに
よる 

建物間での
熱・電気の最
適運用 

再エネを利用
した地域熱供

給 

公道を 
またぐ熱
導管の敷
設 

地中熱、 
河川熱等の
未利用熱 

街区内における 
高効率な熱・電気の融通 

バイオマス 
発電・熱 各種再生可能エネル

ギー 
の面的な活用 

９ 
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世界の再生可能エネルギー発電設備容量 コスト等検証委員会による主要電源のコスト試算 

電源 発電コスト 
（円/kWh） 

太陽光（住宅） 33.4 ～ 38.3 

太陽光（メガ） 30.1 ～ 45.8 

風力（陸上） 9.9 ～ 17.3 

地熱 9.2 ～ 11.6 

小水力 19.1 ～ 22.0 

バイオマス（木質） 17.4 ～ 32.2 

石炭火力 9.5 

原子力 8.9 

一般水力 10.6 

http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_
subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_01.pdf 

 風力発電の効率性 

 風力発電は太陽光発電と比較し、コンパクト。また、大規模に開発をすれば、
火力発電と遜色ないコストで開発が可能。 

 そのため、世界においては風力発電が再生可能エネルギーの主力となっている。 



 洋上風力のポテンシャル 

11 

ポテンシャルマップ。 

具体的な案件形成の動き。 

具体的な数値。 

29,058 33,485 

116,591 

陸上風力のポテンシャル 洋上風力のポテンシャル ポテンシャルの比較 

（設定条件）   
風速：陸上5.5m/s以上、 
洋上6.5m/s以上 
開発不可地（自然・社会条件、 
法規制地域等を考慮）を除く 
着床と洋上は、水深50mを境に区分         平成22年度新エネルギー等導入促進基礎調査事業」（2011） 

 日本の陸上風力の適地は北海道・東北に集中。洋上風力は、北海道、東北、関東、九州等
広範囲。 

 洋上のポテンシャルは陸上風力の約５倍。陸上の土地制約や輸送制約に対し、洋上は大型
風車の建設可能。 
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【洋上風力発電等技術研究開発事業】（平成２０年度～平成２８年度） 
• 銚子沖において、我が国初となる着床式洋上風力発電設備及び風況観測タワーの実証機を設置。 

 
• 我が国特有の気象・海象条件に適合した着床式風力発電システム技術、風況観測システム技術を確立する。 
 ○開発する技術・手法等 
  ・台風、落雷、地震等日本の厳しい環境に耐えられる、風車の設計、技術の開発。 
  ・遠隔監視、遠隔制御により、アクセスが難しい発電所の最適な点検・保守方法の確立。 
  ・海洋生物、景観等に与える影響について調査を実施。洋上風力発電における環境影響評価の手法を確立。 

 
• 今までの成果は、「着床式洋上風力発電の環境影響評価手法に関する基礎資料（第１版）」、「着床式洋上風力発
電導入ガイドブック（第１版） 」として取りまとめ。今後の洋上風力発電の開発のガイドとして利用。 

千葉県銚子沖 

洋上風力発電の実証事業 

 遠浅な海岸が少ない我が国の気象･海象に最適な風車及び基礎構造の設計・施工技術の開発を行うため、現在、福島 

 （浮体式）、銚子沖・北九州沖（着床式）において研究開発事業を実施している。 

【発電設備概要】 
 水深 12m 
 ハブ高さ 80m 
 ローター直径 92m 
 出力 2.4MW 



洋上風力の導入に向けた課題 

海域利用の調整 

○各種規制の見直し（港湾法など） 

○地元自治体を含めた利用ルールの設置 

 

風車の高性能化・コストダウン 

○日本の自然条件に最適な風車の設計 

○国際水準に向けたコストダウン 

関連インフラの整備 

○風車の建造ができる港湾インフラ 

○SEP船など特殊船舶 
 

運転・メンテナンスの高度化 

○気象、風況、海流などのデータベース

化による最適運用 

○スマートメンテナンスなどコストと時

間の縮小 
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①「地域資源」としての再エネ 

 迷惑施設とならないために、新しい開発モデル 

 

②「創」「省（消）」 「蓄」のバランス 

 エネルギーを作り、賢く使うことが付加価値を高める。 

 

③産業･雇用の振興 

 人材育成・技術の蓄積 

 

④再エネ研究・再エネ教育 

 先端分野の研究と、幅広い理解 
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再エネを地域活性化に活かす 


